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論 文 内 容 の 要 旨 

 

【目的】 

糖尿病患者の増加を背景に、重症化予防のために初期教育の重要性は高まっている。本

研究では初期 2型糖尿病患者（以下、初期患者とする）に対する教育の実際を明らかにし、

その上でセルフケア行動をめざした教育プログラムを作成すること、およびプログラムの

実践によりその効果を明らかにすることを目的とした。 

 

【方法】 

Ⅰ．教育プログラムの作成 

初期患者の教育プログラムの作成にあたり、文献検討および予備研究によって健康信念モ

デル（Health Belief Model.：HBM）（Champion & Skinner, 2008）が概念枠組みとして
適用できることが示唆された。そこで、HBMに基づいて健康信念に働きかけるために、知
識提供、振り返り、セルフモニタリングから構成する 1 ヶ月間の教育プログラムを作成し
た。その媒体として患者によるパンフレットを用いた自己学習、振り返りシートを用いた健

康信念の記述（2 回）と看護師である研究者との個別面談（3 回）、記録カレンダーによる
体重・身体活動（1日の歩数）・食行動・自覚症状のセルフモニタリングを用いた。 
 

Ⅱ．初期患者に対する HBMに基づく教育プログラムの実施と評価 

1. 対象：2 型糖尿病と医療機関で診断されて 3 年未満の 40 歳から 65 歳未満で、イン
スリンの使用や重篤な合併症がない患者。 



 

 

2. 研究デザイン：通常診療・ケアに加え教育プログラムを行う介入群と通常診療・ケア
のみの対照群を施設ごとに性別によりマッチングした準実験デザイン。 

3. データ収集期間：2011年 4月～2013年 3月。 
4. 研究協力施設：日本糖尿病学会認定教育施設であり、日本糖尿病学会認定糖尿病専門
医が勤務する関西圏の 300床以上の総合病院 4施設。 

5. データ収集項目：1）患者特性；基本属性、罹病期間、家族歴、治療内容、特性的自
己効力感（成田ら（1995）の特性的自己効力感尺度（23項目）等、2）アウトカム指標；
Becker & Janz (1985)／Daniel ＆ Messer (2002)の糖尿病健康信念尺度（16項目）、木下
（1998）の糖尿病自己効力尺度（8 項目）、大徳ら（2006）の日本語版セルフケア行動評
価尺度（9 項目）、生理的指標（随時血糖値、HbA1c、体重）、3）教育プログラムの実施
状況、4）教育プログラムの主観的評価、とした。 

6. データ収集方法：ベースライン(T0)、教育プログラム終了時(T1)、教育プログラム終
了後 3ヶ月(T2)の 3時点で自記式質問紙、診療録から収集した。教育プログラムの実施状
況の記録として面談内容は許可を得て録音し、逐語録を作成した。 

7. 分析方法：両群の属性の比較には t検定またはMann-WhitneyのU検定、およびχ2

検定を行った。群間比較には T0－T1間および T0－T2間のそれぞれの差を表す変化量に
ついてMann-Whitneyの U検定を行った。IBM SPSS 19.0J for Windowsを使用し、有
意水準は 5%とした。 

8. 倫理的配慮：大阪府立大学看護学部研究倫理委員会の承認（22-31）および研究協力
施設の倫理委員会の承認を得て実施した。 

 

【結果】 

1. 対象の概要：介入群、対照群は各 13名（内 3名女性）。介入群は年齢 55.2±7.7歳、
罹病期間 20.3±12.3 ヶ月、HbA1c6.6±0.8％、BMI25.3±2.8kg/m2。対照群の基本属性は

各々54.9±7.2歳、16.7±7.8ヶ月、6.8±1.1％、24.7±1.6 kg/m2で、T0時の基本属性、糖
尿病の状況、尺度得点において 2群間に差はなかった。 

2. 教育プログラムの実施状況：パンフレットによる自己学習の実施率は低かったが、
振り返りシートおよび記録カレンダーの実施率は高かった。個別面談では対象の健康信

念について枠組みにそってアセスメントし、強調すべき信念に応じた介入を行った。 
3. 教育プログラムの効果：介入群と対照群の群間比較において、健康信念については
認知された利益の変化量が T0－T1間で介入群において向上する傾向（p=0.081）がみら
れたが、認知された罹患性、重大性、障害および自己効力感では 2 群間の差は認められ
なかった。糖尿病セルフケア行動については運動セルフケア行動の T0－T2 間の変化量
において有意差(p=0.042)がみられ、対照群では低下していたことから介入群での運動セ
ルフケア行動の継続が示唆された。しかし、食事のセルフケア行動および内服のセルフ

ケア行動では 2 群間に差は認められなかった。生理的指標では体重の T0－T1 間の変化
量で介入群に有意な減少があった（p=0.037）。しかし、随時血糖値およびHbA1cでは 2



 

 

群間に差は認められなかった。 

 

【考察】 

今回実施した教育プログラムにおいて、振り返りによる健康信念の客観化、およびセル

フモニタリングによる 1日の身体活動量と体重の客観化が、認知された利益の向上、およ
び運動セルフケア行動の継続と体重減少をもたらしたと推測される。これまで初期患者に

対する教育については知識提供が重視されていたが（日本糖尿病教育・看護学会，2008；
清野，1996）、今回の結果から初期患者に対する教育において患者自身が自己を客観化で
きる方法が望ましいことが明らかとなった。また、これまで初期患者の教育において、認

知された利益に着目した介入は見られなかったが、代謝障害が進行していないためセルフ

ケア行動の成果が現れやすい初期段階での教育において、認知された利益に着目する意義

が明らかとなった。 
今回は対象患者が各群 13名ずつと少ないこと、および高齢化を背景に高齢初期患者の

増加も見込まれているなか、対象者を壮年期に限定したことからこの結果を初期患者とい

う点で一般化するには限界がある。今後は対象の人数やライフステージを拡大し、成果を

確認する必要がある。さらに、糖尿病患者は生涯にわたってセルフケア行動を行い、重症

化を予防する必要がある。そのため短期間での教育効果の評価だけではなく、初期から長

期にわたって患者を支援できるように継続的なプログラムを開発し、長期的な視点で教育

プログラムを評価することが必要である。 
  



 

 

学位論文審査結果の要旨 

 

本研究は糖尿病の診断後 3年以内の初期 2型糖尿病患者を対象に、性別によるマッチン
グ（男性 10名、女性 3名ずつ）を用いた準実験研究である。理論的枠組みは社会的認知理
論である健康信念モデル（Health Belief Model : HBM）に基づき、介入方法として知識提
供、患者との面談による振り返り、患者自身のセルフモニタリングによって健康信念の変

化に働きかけ、食事、服薬、運動に関するセルフケア行動が実施できることを目指した。

結果として介入群ではベースラインと 1か月後で患者の糖尿病に対する認知された利益が
向上する傾向（p=.081）がみられ、糖尿病セルフケア行動では運動セルフケア行動の身体
活動（1日の歩数）がベースラインと 3か月後で有意に継続（p=.042）されており、生理的
指標の体重はベースラインと 1か月後で有意に減少（p=.037）していた。 
健康予防行動に対して HBMが用いられてきた背景を考えると、本研究は糖尿病に対す
る自覚症状が乏しく、罹患性の認識が低い初期 2型糖尿病患者にも HBMの枠組みが使用
できることを検証した点で非常に意義深い研究である。今後臨床においてHBMの枠組み
を用いて、個々の患者の健康信念をアセスメントし、介入の方向性を提示できると期待で

き、臨床での適用性は高いと考える。このことは生活習慣病である糖尿病患者への初期介

入に看護職者が携わることのエビデンスを提示しており、高齢化社会を視野に入れると、

慢性看護学の発展に寄与する貴重な研究であると評価する。今後対象人数や年齢の幅を広

げる、尺度の精錬を図るなどの課題はあるが、看護介入を診療報酬に組み込めるように更

なる研究の継続を望みたい。 
論文は丁寧な文献検討、予備研究の緻密な分析結果から HBMを用いる根拠を示してい
ること、論旨の一貫性があること、HBMに基づく教育プログラムの効果を深く考察してい
ること、研究の限界と今後の課題を明確に記載していることから、大変優れた論文である。 
以上のことから、本論文は慢性看護学における実践・研究の発展に寄与する学術的に価

値ある論文であり、博士（看護学）の学位を授与するに値すると認めた。 
 

 

 


